
【Ａｃｔｉｏｎ】改善 決算 担当課

活動指標
区
分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

合同部会開催
回数

単
年
度

目
標

現状値比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

1回
(R元年度）

【目標】

現状維持

啓発リーフ
レットの作
成・配布数

単
年
度

目
標

現状値比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

65,000枚
(R元年度）

【目標】

現状維持

R2年度の
取り組み計画

①全市的なネットワー
クの構築

①啓発リーフレットの
作成・配布

②声かけ深夜パトロー
ルの実施

7

課題とそれを踏まえた今後の方向性

啓発リーフレット等
の配布を通し、子ど
もや保護者の薬物の
危険性についての認
識を高めることが出
来た。また、深夜徘
徊を防止するため、
⼩・中学校の⻑期休
業日に合わせたパト
ロールなどを実施し
た。

⻘少年を取り巻く環境が複雑化・深刻化
する背景を踏まえつつ、関係機関・団体
等とより一層の連携を図り、取り組みを
推進していく。

順調①

計
画
目
標

達
成
率

100%

※太字が評価を
記載した課

子ども家庭局・
⻘少年課

単
年
度

実
績 １回

子ども家庭局・
⻘少年課

教育委員会・生
徒指導・教育相

談課

単
年
度

実
績 各65,000枚

達
成
率

100%

7 1 76

「北九州市
『⻘少年の
非行を生ま
ない地域づ
くり』推進
本部」の運
営

本市の非行対策を総合的に推進するため、「北
九州市『⻘少年の非行を生まない地域づくり』
推進本部」を運営する。（本部⻑：市⻑）
推進本部には、三つの「対策部会」を設置。
「対策部会」は、市（⻘少年課、安全・安⼼推
進課等）・県警（少年課、薬物銃器対策課
等）・法務省（保護観察所、少年鑑別所等）を
はじめ、協力雇用主会、保護司会、ガーディア
ン・エンジェルス、少年補導員連絡協議会、Ｐ
ＴＡ、医師・薬剤師会などの関係機関・団体
が、①「非行防止対策」②「非行からの立ち直
り支援」③「薬物乱用の防止と啓発」のための
対策を検討し、実行する。
 併せて、構成機関・団体間の連携を深め、全
市的なネットワークを形成することにより、非
行対策の総合的な推進を図る。（④「地域団
体・関係機関との連携強化」）
※ ①〜④：推進本部の施策の四つの柱

評価
評価の理由
（分析）

「チーム学校」
運営・推進事業
（補導対策事業
補助）

北九州市「⻘少
年の非行を生ま
ない地域づく
り」推進本部運
営事業の一部

予算事務
事業名

1

地域団体・関係機関と
連携・協力した全市的
なﾈｯﾄﾜｰｸによる取り組
みの実現に向けた「非
行防止対策部会」「立
ち直り支援対策部会」
「薬物乱用防止対策部
会」を開催（新型ｺﾛﾅｳｨ
ﾙｽ感染症拡大防止のた
め書面開催）

順調①

新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症
拡大防止のため、会
議自体は書面での開
催となったが、関係
機関や団体、地域等
の情報共有・意識共
有が図れた。

関係機関や団体、地域との連携をより一
層推進し、効率的・効果的な事業実施を
行い、「⻘少年の非行を生まない地域づ
くり」の実現を目指していく。

北九州市「⻘少
年の非行を生ま
ない地域づく
り」推進本部運
営事業達

成
率

100%

R2年度の
主な実績

「元気発進！子どもプラン（第３次計画）」主な取り組みの評価一覧

■ 施策（7） ⻘少年の非行防止や自立・立ち直りの支援

【Ｄｏ】実施 【Ｃｈｅcｋ】評価

施策
番号

柱
取り
組み
No.

取り組み名 事業概要

【Ｐｌａｎ】計画

計
画
目
標

達
成
率

100%

77
非行防止活
動の推進

過去からの取り組みにより、非行者率や再犯者
率は大幅に減少傾向にあるが、全国平均と比較
すると依然として高水準にある状況を踏まえ、
市内⼩・中学生を対象とした啓発リーフレット
の作成・配布等により、低年齢期からの非行防
止に取り組む。
また、本市の不良行為少年補導者人員の過半を
占める“深夜徘徊”を防止するために、「声かけ深
夜パトロール」の実施、「ガーディアン・エン
ジェルス」との連携等、より実効性のある取り
組みを強化していく。

①薬物乱用防止及びメ
ディア・リテラシーに
関する啓発リーフレッ
トの作成・配布
各65,000部

②⼩・中学校の⻑期休
業日に合わせ、市内全
域を対象に「声かけ深
夜ﾊﾟﾄﾛｰﾙ」を実施
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【Ａｃｔｉｏｎ】改善 決算 担当課

活動指標
区
分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

R2年度の
取り組み計画

課題とそれを踏まえた今後の方向性
※太字が評価を

記載した課
評価

評価の理由
（分析）

予算事務
事業名

R2年度の
主な実績

「元気発進！子どもプラン（第３次計画）」主な取り組みの評価一覧

■ 施策（7） ⻘少年の非行防止や自立・立ち直りの支援

【Ｄｏ】実施 【Ｃｈｅcｋ】評価

施策
番号

柱
取り
組み
No.

取り組み名 事業概要

【Ｐｌａｎ】計画

啓発活動等の
実施

単
年
度

目
標

（仮称）メ
ディア・リテ
ラシー向上協
議会の設置

実施 実施 実施 実施

【現状値】

協議会の設置
（令和２年度）

【目標】

実施

北九州市少年補導
委員による補導活
動回数

単
年
度

目
標

現状値比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

4,223回
(R元年度)

【目標】

現状維持

①(仮称)メディア・リテ
ラシー向上協議会の設
置

②啓発リーフレットの
作成・配布

①北九州市少年補導委
員による補導活動

②北九州市⻘少年育成
会協議会による地域活
動の実施

1

1

100%

計
画
目
標

達
成
率

36%

遅れ

順調①

・警察、教育関係
者、⻘少年団体、Ｐ
ＴＡ等で構成される
推進会議を立ち上
げ、会議（書面）を
開催した。
・⼩学4年生から中学
３年生の全児童・生
徒へﾘｰﾌﾚｯﾄ「ｽﾏﾎ・
ﾈｯﾄ社会の危険」を配
布、⼩倉駅前等の大
型ﾋﾞｼﾞｮﾝを利用した
ﾒﾃﾞｲｨｱ・ﾘﾃﾗｼｰに関
する啓発動画の放映
等を実施した。

・推進会議における各機関の役割分担を
明確にし、それぞれの特性と能力が十分
発揮できるよう、具体的な連携協議を
行っていく。

・先行して取り組みを進めている福岡県
と情報共有を図り、実効性のある取り組
みを迅速に実施する。
 

新型コロナウイルス
感染症拡大防止のた
め補導委員による補
導活動回数は減少し
たが関係機関や団
体、地域等との情報
共有等に努めた。

⻘少年を取り巻く環境が複雑化・深刻化
する背景を踏まえつつ、関係機関・団体
等とより一層の連携を図り、取り組みを
推進していく。

7 78

ネットトラ
ブル等防止
及びスマー
トフォンの
適正利用の
推進

インターネット上のウェブサイト等において、
児童生徒の不適切な書き込み等を把握し問題の
未然防止・早期発見を図るとともに、教職員に
対する研修を行い、ネットトラブルの防止に努
める。また、児童生徒のスマートフォンの所持
率が年々増加している状況を踏まえ、スマート
フォンの適切な使用について児童生徒や保護者
への啓発に取り組む。
加えて、⻘少年が、ＳＮＳをはじめとしたコ
ミュニティサイトなどをきっかけとする事件に
巻き込まれるケースの増加を受け、メディア上
の有害環境の危険性を啓発する取り組みを推進
するほか、警察、⻘少年団体と連携した「メ
ディア（ネット）・リテラシー向上協議会」を
設立するなどして、ネットやスマートフォンの
適正な利用推進を図り、ネット被害やいじめの
防止、スマートフォンやゲーム依存の防止啓発
等、今日のデジタル社会に顕在化している様々
な課題の解決に向けて取り組んでいく。

①メディア・リテラ
シー向上推進会議を設
置し、会議を行った。
②啓発リーフレットの
作成・配布を行った。

達
成
率

100%

単
年
度

実
績

協議会設
置
（R3.2）

北九州市「⻘少
年の非行を生ま
ない地域づく
り」推進本部運
営事業の一部

子ども家庭局・
⻘少年課

7 79

地域におけ
る⻘少年の
見守り体制
の充実

地域ぐるみで子どもを見守り、非行の防止や非
行からの立ち直り支援、健全育成を図るための
施策の充実に取り組む。
○「北九州市少年補導委員」による補導・環境
浄化活動
○「北九州市⻘少年育成会協議会」による⻘少
年の健全育成活動
○北九州市⻘少年支援拠点「ドロップイン・セ
ンター」の運営による⻘少年への声かけパト
ロール
○「薬物乱用防止モデル地域事業」の推進
○中学校区で⻘少年の非行防止に取り組む「地
域会議」の推進
○地域における「非行少年の立ち直り支援」
「非行少年の居場所づくり」の推進
○多世代農園事業などをはじめとした、地域ぐ
るみで行われる⻘少年健全育成活動の充実

①1,536回

②5回

単
年
度

実
績 1,536回

達
成
率

36%

計
画
目
標

達
成
率

「チーム学校」
運営・推進事業
（ネットトラブ
ル等防止及び啓
発・研修事業）

北九州市「⻘少
年の非行を生ま
ない地域づく
り」推進本部運
営事業の一部

子ども家庭局・
⻘少年課

教育委員会・生
徒指導・教育相

談課
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【Ａｃｔｉｏｎ】改善 決算 担当課

活動指標
区
分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

R2年度の
取り組み計画

課題とそれを踏まえた今後の方向性
※太字が評価を

記載した課
評価

評価の理由
（分析）

予算事務
事業名

R2年度の
主な実績

「元気発進！子どもプラン（第３次計画）」主な取り組みの評価一覧

■ 施策（7） ⻘少年の非行防止や自立・立ち直りの支援

【Ｄｏ】実施 【Ｃｈｅcｋ】評価

施策
番号

柱
取り
組み
No.

取り組み名 事業概要

【Ｐｌａｎ】計画

啓発リーフ
レットの作
成・配布数

単
年
度

目
標

現状値比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

65,000枚
(R元年度）

【目標】

現状維持

ドロップイン・セン
ターが行う夜間パト
ロールでの声かけ件
数

単
年
度

目
標 ー ー ー ー ー

【現状値】

1,969件
(R元年度）

【目標】

―

協力雇用主登
録事業者数

単
年
度

目
標

現状値
比増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

【現状値】

262社
(R元年度）

【目標】

増加

北九州市「⻘少
年の非行を生ま
ない地域づく
り」推進本部運
営事業の一部

協力雇用主にお
ける「立ち直り
を目指す非行少
年への就労促
進」住居確保支
援事業

子ども家庭局・
⻘少年課

単
年
度

実
績 267社

達
成
率

102%

計
画
目
標

達
成
率

102%

7 2 82
協力雇用主
と連携した
就労支援

 非行歴のある⻘少年の就職促進や、その受け
皿となる協力雇用主の拡充を、福岡保護観察所
と協働しながら図っていく。また、協力雇用主
が、雇用した少年から損害を受けた場合の「見
舞金」制度や、「立ち直りを目指す非行少年へ
の就労促進住居確保支援事業」などを実施する
ことで、協力雇用主活動への支援と理解促進を
推進する。

①幹事会・研修会の開
催
②協力雇用主見舞金制
度の運用
③協力雇用主住居確保
支援制度の運用

①新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症拡
大防止のため中止

②活用件数 ０件

③活用件数 ２件

順調①

①啓発リーフレットの
作成・配布

②薬物乱用防止パト
ロールの実施

①ドロップイン・セン
ターによる声かけ、相
談対応

7 1

・新型コロナウィル
ス感染症拡大の中で
も、協力雇用主の登
録事業者数は維持で
きている。
・協力雇用主が活動
しやすい環境づくり
に関する市の取り組
みに対し、協力雇用
主から髙い評価を得
ている。

・登録している協力雇用主の業種には偏
りがあるため、今後は、非行歴のある⻘
少年が就職先をより選定しやすく、就労
意欲が生まれるよう、登録業種の拡充を
図る。

80

薬物の乱用
防止に向け
た広報・啓
発

近年、覚せい剤や大麻の事案など新たな課題が
生じている。市内のシンナー事犯等は撲滅され
情勢は改善されてきたが、一方でインターネッ
トやデリバリー販売など、水面下で⻘少年の⾝
近に違法薬物が存在する脅威が発生している。
こうした状況を踏まえ、市内⼩・中学生を対象
とした啓発リーフレットの作成・配布や「薬物
乱用防止モデル地域」を指定するなどして、薬
物の乱用を未然に防ぐための啓発やパトロール
を行う。

子ども家庭局・
⻘少年課

単
年
度

実
績 65,000枚

達
成
率

100%

計
画
目
標

達
成
率

100%

①⼩学４年生から中学
３年生を対象に啓発ﾘｰﾌ
ﾚｯﾄを作成・配布：
65,000部

②ﾊﾟﾄﾛｰﾙ回数 32回

順調①

啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄ等の配布
を通し、子どもや保
護者の、薬物の危険
性についての認識を
高めることができ
た。また、学校の⻑
期休暇期間中に合わ
せ街頭ビジョンを活
用し、薬物の危険性
に関する動画放映等
を実施した。

全国的に見ると、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄやﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ販売
などで、⻘少年が覚せい剤や大麻などを
入手する、新たな薬物乱用の事案が発生
している。
これらの課題に対応するため、SNS等を
活用した広報活動等、新たな試みを検
討・実施していく。

北九州市「⻘少
年の非行を生ま
ない地域づく
り」推進本部運
営事業の一部

警察や関係機関との連携をより強化し、
施設の運営を行っていく。

北九州市「⻘少
年の非行を生ま
ない地域づく
り」推進本部運
営事業の一部

7 2 81

北九州市⻘
少年支援拠
点「ドロッ
プイン・セ
ンター」の
運営

深夜はいかいを繰り返す⻘少年をさまざまな危
険や誘惑から守り、その立ち直りを支援するた
め、はいかいしている⻘少年への声かけや相談
対応、さらには警察や立ち直り支援機関との情
報共有を図ることで非行や事件から⻘少年を守
る、北九州市⻘少年支援拠点「ドロップイン・
センター」を運営する。

子ども家庭局・
⻘少年課

単
年
度

実
績 501件

達
成
率

−

計
画
目
標

達
成
率

−

声かけ件数：501件
相談対応件数等：101件

順調①

コロナウィルス感染症
拡大等の影響により、
深夜はいかいをする⻘
少年が減少したため、
声かけ件数は減少した
が、重篤化が懸念され
る事案については、警
察をはじめ、立ち直り
支援機関などの関係機
関と連携し、迅速に対
応している。また、深
夜はいかいを繰り返す
⻘少年の相談にのる居
場所づくりにもなって
いる。
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【Ａｃｔｉｏｎ】改善 決算 担当課

活動指標
区
分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

R2年度の
取り組み計画

課題とそれを踏まえた今後の方向性
※太字が評価を

記載した課
評価

評価の理由
（分析）

予算事務
事業名

R2年度の
主な実績

「元気発進！子どもプラン（第３次計画）」主な取り組みの評価一覧

■ 施策（7） ⻘少年の非行防止や自立・立ち直りの支援

【Ｄｏ】実施 【Ｃｈｅcｋ】評価

施策
番号

柱
取り
組み
No.

取り組み名 事業概要

【Ｐｌａｎ】計画

非行相談対応
件数

単
年
度

目
標 ー ー ー ー ー

【現状値】
63件

(R元年度）
【目標】

―

北九州市いじめ問題
専門委員会の開催回
数（回）

単
年
度

目
標 ３回 ３回 ３回 ３回 ３回

【現状値】
３回

(R元年度）
【目標】

３回

不登校児童生徒における学
校外の機関（フリースクー
ル、支援室等）で学習等を
行い出席扱いとなった児童
の割合

単
年
度

目
標

現状値比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

【現状値】
⼩学生19.2％

(R1年度）
【目標】

増加

不登校児童生徒における学
校外の機関（フリースクー
ル、支援室等）で学習等を
行い出席扱いとなった生徒
の割合

単
年
度

目
標

現状値比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

【現状値】
中学生27.0％

(R1年度）
【目標】

増加

単
年
度

実
績

10月に全国
一⻫公表予

定
達
成
率

ー

単
年
度

実
績

10月に全国
一⻫公表予

定
達
成
率

ー

教育委員会・生
徒指導・教育相
談課

「チーム学校」
運営・推進事業
の一部

①⼩中連携SUTEKIアンケートについて
は、各学校が取り組みやすいように読み
取りソフトを導入したが、どの程度取り
組まれているのか、アンケートの分析が
どのように活用されているのか、どのよ
うな効果があったのかについて、検証で
きていない。各学校への更なる周知と検
証が必要である。また、「欠席状況連絡
票」を活用した⼩・中学校間の引継ぎに
ついても周知・徹底していく。

②不登校児童生徒療育キャンプについて
は、日程等を検討していく必要がある。

③「北九州市立学校・園におけるスクー
ルソーシャルワーカーの活用ガイドライ
ン」を各学校・園に周知し、ＳＳＷの効
果的な活用を促す。

①⼩中連携SUTEKIア
ンケートについては、
各学校が取り組みやす
いよう環境を整えるこ
とができた。

②新型コロナウイルス
感染拡大のため、実施
できなかった。

③SSW学校訪問、家庭
訪問、関係機関訪問等
の実施回数：24,834回
（前年 21,735回）
SC相談件数：38,501件
（前年 43,285件）

順調②

①非行相談に対応する

②非行相談連絡会議を
開催する

①いじめに関する実態
調査による状況把握と
対応

②「北九州いじめ問題
専門委員会」による調
査・審議

①67件

②6回
順調①7 2 83

非行少年の
立ち直り支
援

非行少年の立ち直りと自立を促進するために
は、「居場所」「就労」「就学」が効果的であ
る。そのため、学校、警察、地域等と連携して
非行少年に対する「就労支援」や「就学支援」
を積極的に行うことで、非行少年の立ち直りを
目指す。
また、教育委員会や警察等の関係機関と定期的
に開催している非行相談連絡会議において相互
連携をより推進し、教育・福祉の視点に立った
取り組みを実施する。

子ども家庭局・
子ども総合セン

ター

単
年
度

実
績 67件

達
成
率

―

計
画
目
標

達
成
率

―

・非行少年の立ち直り
に向け、実務的かつ緊
密な行動・情報の連携
を行うため、関係機関
と非行相談連絡会議を
毎月開催し、教育・福
祉的な視点に立った即
時的な対応、連携した
取り組みを図ることが
できたことから、「順
調」とした。

【課題】
非行少年の立ち直りと自立の促進

【改善】
引き続き、関係機関や地域と密接に連携
し、積極的に取り組む。

非行少年の立ち
直り支援と体制
強化事業

①全校実施

②２回実施 順調②

・いじめに関する実態
調査は、9月を「いじ
め防止強化月間」と位
置づけ、全市一⻫にい
じめに特化したアン
ケート及び面談を実施
している。
・北九州いじめ問題専
門委員会は、第3回会
議が新型コロナウイル
スの影響で中止となっ
た。

・いじめに関する実態調査は、9月の「い
じめ防止強化月間」を継続して実施す
る。

・北九州いじめ問題専門委員会は、新型
コロナウイルス感染拡大の影響で、第3回
目の開催が難しかったため、書面やオン
ライン等での実施ができないか検討を行
う。

「チーム学校」
運営・推進事業
の一部

スクールロイ
ヤーの活用

7 3 84
いじめ対策
の充実

北九州市いじめ防止基本方針に基づき、いじめを適
切に把握するとともに、児童生徒や学校・関係機関
によるいじめ防止の取り組みを推進する。
○「いじめ問題に関する実態調査（アンケート・面
接）」の全校実施
○教職員用の指導書「いじめ問題を見過ごさないた
めに」を用いた研修の実施
○「北九州市いじめ問題専門委員会」による調査審
議
○「北九州市いじめ・非行防止連絡会議」による関
係機関・団体との連携強化 など

教育委員会・生
徒指導・教育相

談課

単
年
度

実
績 ２回

達
成
率

66%

計
画
目
標

達
成
率

66%

計
画
目
標

達
成
率

ー

①⼩中連携SUTEKIアン
ケート北九州版を活用
し、「個の補強ポイン
ト」に対する手立てを
イントラナビに掲載し
た。また、読み取りソ
フトを市内全⼩中学校
に導入し、アンケート
分析等の負担軽減を
図った。また、アン
ケートの結果を基に、
SCが⼩学5年生の全員
面接を実施した。

②新型コロナウイルス
のため、実施せず。

③令和２年度 学校訪
問、家庭訪問、関係機
関訪問等の実施回数：
24,834回

①中一ギャップ解消に
向けた⼩中連携の取組

②不登校児童生徒療育
キャンプの実施

③スクールカウンセ
ラーやスクールソー
シャルワーカー等によ
る教育相談活動

児童生徒の人間関係づくりや⼩中連携による取
り組みを推進することにより、⻑期欠席（不登
校）の未然防止を図るとともに、関係機関やス
クールソーシャルワーカー、スクールカウンセ
ラーと連携した対応により、⻑期欠席（不登
校）の解消を図る。
また、ＩＣＴを活用し⻑期欠席（不登校）の児
童生徒への学習支援に取り組む。

⻑期欠席
（不登校）
対策の充実

8537

計
画
目
標

達
成
率

ー
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【Ａｃｔｉｏｎ】改善 決算 担当課

活動指標
区
分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

R2年度の
取り組み計画
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※太字が評価を

記載した課
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事業名

R2年度の
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「元気発進！子どもプラン（第３次計画）」主な取り組みの評価一覧

■ 施策（7） ⻘少年の非行防止や自立・立ち直りの支援

【Ｄｏ】実施 【Ｃｈｅcｋ】評価

施策
番号

柱
取り
組み
No.

取り組み名 事業概要

【Ｐｌａｎ】計画

スクールカウンセ
ラー相談件数

単
年
度

目
標 ー ー ー ー ー

【現状値】

43,285件
(R元年度）

【目標】

―

学校訪問、家庭訪
問、関係機関訪問等
の実施回数

単
年
度

目
標 ー ー ー ー ー

【現状値】

21,735回
(R元年度）

【目標】

―

相談件数
単
年
度

目
標 ー ー ー ー ー

【現状値】

44,940件
(R元年度）

【目標】

―

7

少年支援室
の運営

不登校やひきこもり、非行等の悩みを抱える少
年に対し、通所を通して生活習慣の確立や自学
自習、集団適応指導等のさまざまな少年の状態
に応じたきめ細かな支援活動を行い、学校や社
会への復帰を図る。

①面接・電話相談対応
件数 37,656件

3 87

スクール
ソーシャル
ワーカー活
用事業

 ⻑期欠席（不登校）、いじめ等の児童生徒に
係る問題行動解消や児童虐待の対応のため、社
会福祉士や精神保健福祉士の資格を有し、専門
的な知識を有するスクールソーシャルワーカー
を配置して、児童生徒への直接的な働きかけと
ともに家庭環境への働きかけなど、福祉的視点
から支援活動を行う。
 今後、学校常駐型、いわゆる「配置型」ス
クールソーシャルワーカーも含めた体制の充実
を検討する。

①スクールソーシャル
ワーカーの増員による
体制の充実

②福祉的視点による積
極的な支援活動の実施

①令和元年度から2名増
員することができた。

②学校訪問回数等、令
和元年度より上回るこ
とができた。

〇「北九州市立学校・
園におけるスクール
ソーシャルワーカーの
活用ガイドライン」を
作成した。 計

画
目
標

達
成
率

ー

達
成
率

ー

少年支援室運営
費

子ども家庭局・
子ども総合セン

ター

単
年
度

実
績 37,656件

達
成
率

―

計
画
目
標

達
成
率

―

「チーム学校」
運営・推進事業
の一部

教育委員会・生
徒指導・教育相

談課

単
年
度

実
績 24,834回

順調②

・不登校や非行等の少
年の通所施設として、
社会や学校への復帰を
めざし、生活習慣の確
立や自学自習のための
援助を行った。
・コンビニやカラオケ
ボックスなどへの立入
調査を行うなど、少年
非行防止の啓発活動も
積極的に取り組んだこ
とから「順調」とし
た。

【課題】
・これまでの活動を着実に進めるととも
に、さらに効果的な運営を図る必要があ
る。

【改善】
・少年支援室の設備・環境・機能の充実
を図る。

①面接や電話での相談
に対応する

順調①

・昨年度、3月にＳＳ
Ｗ活用のガイドライン
を作成し、ＳＳＷを効
果的に活用するポイン
ト等についてまとめ、
学校に提示することが
できた。
・新型コロナウイルス
感染症の影響を受ける
中、前年度の学校訪問
回数等を上回ったこ
と、支援した児童生徒
の好転率が上昇してい
ることから、「順調
①」と評価した。

・要請を受けてから派遣する「派遣型」
にとどまらず、問題の早期発見・対応を
行うため、一部の人員を学校に配置する
「配置型」について検討していく。
・経験年数が３年未満のＳＳＷが5割を占
める中、ＳＳＷリーダーを中⼼に、全体
の連携強化やＯＪＴの推進を図る。ま
た、SSWの増員についても、検討してい
く。

7 3 88

7 3 86
スクールカ
ウンセラー
の配置

⻑期欠席（不登校）やいじめ等の問題を抱える
児童生徒および保護者への対応には、⼩・中学
校等におけるカウンセリング等の機能の充実を
図る必要がある。このため、教育相談に関する
高度で専門的な知識・経験を有する臨床⼼理士
等の「⼼の専門家」であるスクールカウンセ
ラーをすべての中学校区及び特別支援学校にて
活用し、生徒指導上の諸問題の未然防止・早期
対応を図る。

①全中学校区（⼩学校
１２９校、中学校６２
校）、特別支援学校
（８校）での活用。

②⼩学校５年生全員面
接の実施。

③全⼩学校６年生と中
学校２年生への自殺予
防教育の実施。

①全校で活用

②全校実施

③⼩学校：全校実施
 中学校：全校実施

教育委員会・生
徒指導・教育相

談課

単
年
度

実
績 38,501件

達
成
率

ー

計
画
目
標

達
成
率

ー

「チーム学校」
運営・推進事業
の一部

順調①

・新型コロナウイルス
感染症による休校等の
影響から、相談件数が
伸びなかった。
・新型コロナウイルス
感染症への不安感等、
子どもたちの⼼のケア
に対して、スクールカ
ウンセラー（SC）が
対応できる体制を整え
た。
以上のことから「順調
①」と評価した。

・悩みや⼼の不安を抱えたまま相談でき
ない児童生徒への対応をさらに進めるた
め、スクールカウンセラーに相談しやす
い環境・体制を整備する。
・「⼩学校５年生全員面接」「全⼩学校
６年生と中学校２年生への自殺予防教
育」実施の充実を図る。
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活動指標
区
分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
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「元気発進！子どもプラン（第３次計画）」主な取り組みの評価一覧

■ 施策（7） ⻘少年の非行防止や自立・立ち直りの支援

【Ｄｏ】実施 【Ｃｈｅcｋ】評価

施策
番号

柱
取り
組み
No.

取り組み名 事業概要

【Ｐｌａｎ】計画

改善が見られ
た人数

単
年
度

目
標

現状値比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

【現状値】

14人
(R元年度）

【目標】

増加

「YELL」での
新規来所相談
者数

単
年
度

目
標

現状値比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

【現状値】

146人
(R元年度）

【目標】

増加

「YELL」での
相談件数

単
年
度

目
標

現状値比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

【現状値】

1,442件
(R元年度）

【目標】

増加

7 3 89

不登校状態
の子どもに
寄り添った
次への一歩
応援事業

不登校状態にある中学生を対象に、卒業後、本
人やその家族が社会から孤立せず、「次への一
歩」を踏み出すことができるよう、中学校卒業
前の段階からＮＰＯ法人等を活用した専門ス
タッフによるアウトリーチ（訪問支援）等を通
じて、一人ひとりに寄り添った伴走型支援を行
う。

①アウトリーチ(訪問支
援等)を通じた中学生の
支援

支援者数 ３４人

学校や少年支援室等、関係機関とのさら
なる連携強化に努め、引き続き一人ひと
りにきめ細かく支援を行い、社会的自立
に繋げていく。

不登校状態の子
どもに寄り添っ
た次への一歩応
援事業

子ども家庭局・
⻘少年課

単
年
度

実
績 16人

達
成
率

114%

計
画
目
標

達
成
率

114%

順調①

専門スタッフによ
る、子どもたち一人
ひとりの状況に応じ
たきめ細かな支援を
行った結果、状況の
好転（改善）が見ら
れた生徒数が増加し
た。

①会議の開催：３回

②新型コロナウイルス
感染症の影響により中
止

順調②

・新型コロナウイル
スの影響で新規相談
者数は減少したが、
北九州市「子ども・
若者支援地域協議
会」の開催等によ
り、関係機関や団
体、地域等の情報共
有・情報提供が図れ
た。

・『子ども・若者支援機関マップ』の改
訂等により、市内の学校への広報を強化
し、より多くの若者を支援する。

若者のための応
援環境づくりの
推進事業の一部

7 4 90

若者のため
の応援環境
づくりの推
進

若者向けホームページや「北九州市子ども・若
者支援地域協議会」の運営、ユースアドバイ
ザー養成講習会の開催など、若者を総合的にサ
ポートする環境づくりを推進する。

①「ＹＥＬＬ」のＨＰ
の充実

②ユースアドバイザー
養成講習会の開催

子ども家庭局・
⻘少年課

単
年
度

実
績 111人

達
成
率

76%

計
画
目
標

達
成
率

76%

①来所相談件数
1,470件

②出張相談等の相談方
法については検討中

順調①

新型コロナウイルス
感染症対策として、
新たにＺＯＯＭを活
用したプログラムを
取り入れた。

・『子ども・若者支援機関マップ』の改
訂等により、市内の学校への広報を強化
し、より多くの若者を支援する。

子ども・若者応
援センター
「YELL」運営費

子ども・若者応
援センター
「YELL」管理費

7 4 91

子ども・若
者応援セン
ター
「YELL」の
運営

子ども・若者応援センター「YELL」を拠点と
し、社会生活を円滑に営む上で困難を抱えてい
る子どもや若者の自立を応援・支援する。ま
た、利用者の利便性の向上を図るため、YELL出
張相談の実施を検討する。

①相談対応

②出張相談等の相談方
法の着手

子ども家庭局・
⻘少年課

単
年
度

実
績 1,470件

達
成
率

102%

計
画
目
標

達
成
率

102%
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【Ａｃｔｉｏｎ】改善 決算 担当課

活動指標
区
分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

R2年度の
取り組み計画

課題とそれを踏まえた今後の方向性
※太字が評価を

記載した課
評価

評価の理由
（分析）

予算事務
事業名

R2年度の
主な実績

「元気発進！子どもプラン（第３次計画）」主な取り組みの評価一覧

■ 施策（7） ⻘少年の非行防止や自立・立ち直りの支援

【Ｄｏ】実施 【Ｃｈｅcｋ】評価

施策
番号

柱
取り
組み
No.

取り組み名 事業概要

【Ｐｌａｎ】計画

相談延べ件数
単
年
度

目
標

現状値
比同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

2,485件
(R元年度)

【目標】

現状維持

家族教室の参
加者数（延
べ）

単
年
度

目
標

現状値
比同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

７０名
(R元年度）

【目標】

現状維持

就職決定者数
（人）

単
年
度

目
標

現状値
(1,200人)
と同水準

1,200人 1,200人 1,200人 1,200人

【現状値】

1,200人
（R1年度）

【目標】

毎年1,200人

①ひきもこりの問題を
抱えた当事者や家族等
からの相談延べ件数
2,517件

②フリースペースの開
催 93回

順調①

・ひきこもりの問題
を抱えた当事者、家
族等からの相談に対
応し必要な支援等を
行い、前年度を上回
る相談件数となって
いる。

・利用者のニーズに沿った事業を継続す
るため、前年度に引き続き、来所相談、
電話相談等相談対応、フリースペースの
提供を実施する。

ひきこもり地域
支援センター運
営事業

7 4 92

ひきこもり
地域支援セ
ンター「す
てっぷ」の
運営

ひきこもりの問題を抱えた当事者や家族等の電
話相談や来所相談、訪問支援、フリースペース
等を提供することで、ひきこもり当事者が社会
に参加し、いきいきと自分らしく暮らせること
を目指す。

①ひきもこりの問題を
抱えた当事者や家族等
の相談業務

②フリースペースの提
供

保健福祉局・精
神保健福祉セン
ター

単
年
度

実
績 2,517件

達
成
率

101.3%

計
画
目
標

達
成
率

101.3%

①支援者向け研修会
34名参加

②市⺠向け講演会
83名参加

③家族教室
延34名参加

④実務者連絡会
17名参加

やや
遅れ

・家族教室の参加者の
減少は新型コロナウイ
ル感染症感染予防等が
影響したものと考えら
れる。
・家族教室の参加者数
は目標を下回ったが、
参加者の孤立化の予防
につながっている。
・各事業とも関係機関
との連携を取りながら
進めている。

・今後も「ひきこもり地域支援セン
ター」をはじめとする各関係機関との連
携強化に努めながら、事業を進める。

ひきこもり対策
事業7 4 93

ひきこもり
対策事業

さまざまな要因によって社会的な参加の場面が
せばまり、自宅以外での生活の場が⻑期にわ
たって失われているひきこもりの中でも、背景
に精神疾患や発達障害がないとされる「社会的
ひきこもり」の状態にある人たちが自立できる
よう支援と体制づくりを目指す。

①支援者向け研修会開
催

②市⺠向け講演会開催

③家族教室開催

④実務者連絡会の開催

保健福祉局・精
神保健福祉セン

ター

単
年
度

実
績 34名

達
成
率

48.6%

計
画
目
標

達
成
率

48.6%

①求人企業開拓数(406
人)、求人開拓数(719人)
②新規来場者数(1,212
人)
③ミニセミナー受講人
数(358人)、ミニセミ
ナー開催回数(125回)

順調②

新型コロナウイルス
の影響により出張セ
ミナーが中止になる
などの原因で、来場
者数が対前年比
67.9％減少したもの
の、丁寧かつ質の高
いカウンセリング等
を行った結果、一定
程度の就職決定者数
を維持することがで
きた。

雇用情勢は予断を許さないが、オンライ
ンを活用したカウンセリングやセミナー
を強化することで目標達成に取り組んで
いく。

若者ワークプラ
ザ北九州運営事
業

若者ワークプラ
ザ（光熱費等）

KIPRO賃借料

7 4 94

「若者ワー
クプラザ北
九州」の運
営

「若者ワークプラザ北九州」において、概ね40
歳までの求職者に対し、就職関連情報の提供や
就業相談、職業能力向上のための講座、希望や
適性に合った職業紹介等の実施により、若年者
の就業を促進する。

①求職者と企業のミス
マッチ解消のため、市内
企業の紹介、適性診断な
どにより求職者と市内企
業のマッチングに努め
る。

②大学への訪問や市内在
住者へのＰＲを行い、新
規利用者の獲得を目指
す。

③セミナーの内容や開催
頻度等の見直し、求職者
のニーズに沿ったものを
実施する。

産業経済局・雇
用政策課

単
年
度

実
績 776人

達
成
率

64.7%

計
画
目
標

達
成
率

64.7%
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